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2026年度の厳気象H1需要時の需給見通しについて
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22026年度の厳気象H1需要時の需給見通しについて

◼ 2026年度供給計画および事業者からの報告データをもとに、2026年度の厳気象H1需要に
対する需給見通しを確認したのでご報告する。

◼ 今回報告のうち、夏季および冬季の需給見通しについては、実績検証と合わせ、それぞれ需給検
証報告書として別途本委員会へお諮りする予定。



32026年度の厳気象H1需要時の需給見通し（基本的な考え方）

（１）電力需給バランスの評価

➢ 評価基準としては、過去10年間で最も厳気象であった年度並みの気象条件での最大電力需要時
（厳気象H1需要）および最小予備率時に、103％以上（予備率３％以上）の供給力を有する
か確認。

➢ 追加検証として供給力減少リスク（稀頻度リスク）が発生した場合の需給バランスも評価する。

➢ 電力需給バランスの評価にあたっては、以下の点を考慮。

✓ 各エリアの予備率が均平化するよう、地域間連系線を活用して予備率が高いエリアから低い
エリアへ供給力を振替え

✓ 全エリアで供給力の計画外停止率による供給力の控除

✓ エリア間の最大需要発生日時の違いを考慮した各エリア需要の不等時性

（２）需要

➢ エリア別の電力需要（送電端）は、各一般送配電事業者にて想定する。
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（３）供給力

➢ 本機関に提出された各電気事業者の供給計画のデータを基礎とし、夏季は一部の事業者に対して
追加的な報告を求め、得られたデータを用いて分析を行う。

➢ エリア内の供給力は、発電事業者が保有する供給力と一般送配電事業者の供給力（調整力、離
島供給力）を合計したものに、発動指令電源及び火力増出力分を加えた量を供給力として見込む。

➢ 再エネ・揚水の供給力は以下の通り評価する。

✓ 太陽光 ：過去10年程度の各月最大3日需要日において、１σ以下の低位な実績を平均

✓ 水力・風力 ：EUE算定による火力等の安定電源代替価値

✓ 揚水 ：潜在計算により、予備率一定となるよう配分

2026年度の厳気象H1需要時の需給見通し（基本的な考え方）
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◼ 多くのエリアでは、夏季は7月～8月にかけて、冬季は1月～2月にかけて想定需要のピークがみられる。

2026年度の厳気象H1需要の見通し

（単位：万kW）

※（ ）は2025年度見通しとの差分を示す
※冬季の需要は今冬の実績等を踏まえ今後精査

エリア
夏 季 冬 季

7月 8月 9月 12月 1月 2月 3月

北海道 490 490 421 510 521 509 509
(+4) (+4) (+8) （+2） （▲50） （▲62） （+3）

東北 1,396 1,401 1,332 1,341 1,490 1,451 1,300
(+55) (▲17) (▲11) （▲52） （▲17） （▲47） （▲1）

東京 5,919 5,919 5,550 4,528 5,481 5,481 4,838
(▲17) (▲17) (▲5) （▲77） （+14） （+14） （▲10）

中部 2,503 2,503 2,457 2,264 2,405 2,405 2,145
(▲16) (▲16) (▲5) （+14） （▲21） （▲21） （▲3）

北陸 504 504 491 502 542 542 464
(▲5) (▲5) (+8) （+13） （+7） （+7） （+8）

関西 2,855 2,855 2,739 2,500 2,583 2,584 2,317
(+31) (+31) (+8) （+30） （▲2） （▲2） （+35）

中国 1,048 1,048 1,011 1,041 1,063 1,063 890
(▲30) (▲30) (▲27) （▲21） （▲11） （▲11） （▲5）

四国 488 488 464 487 487 487 416
(▲11) (▲11) (▲16) （+1） （+1） （+1） （▲1）

九州 1,675 1,675 1,583 1,513 1,631 1,631 1,375
(+3) (+3) (▲37) （▲24） （+14） （+14） （+16）

沖縄 180 183 161 120 123 116 120
(+1) (+3) (▲2) （+11） （+10） （+11） （+13）



6（参考）2025年度夏季における猛暑H1想定の超過日数

◼ 2025年度夏季は7月と９月に計4エリアで猛暑H1想定を超える需要が発生した。

出所）第112回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2025.10.22） 資料２
https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/chouseiryoku/2025/files/chousei_112_02.pdf

https://www.occto.or.jp/assets/iinkai/chouseiryoku/2025/files/chousei_112_02.pdf


72026年度の厳気象H1需要時の需給見通し（最大需要時）

◼ 厳気象H1需要に対して、発動指令電源、火力増出力運転、エリア間融通を供給力として見込むと、
広域予備率３％を上回る見通し。

◼ 東京エリアでは、昨年10月時点のH1予備率の見通しに基づき、一般送配電事業者によるkW公募
が行われており、結果によって最大約120万kW（エリア予備率2.0%程度）増加が見込まれる。

◼ なお、2026年度供給計画が月前後半の評価となったことから、需給検証の評価期間の拡大につい
ても検討を進めていく。

（単位：％）

※ 全国で最大需要となる時間帯で評価

夏 季 冬 季

エリア 7月 8月 9月 12月 1月 2月 3月

北海道 14.8 12.8 16.0 21.0 7.1 13.2 11.4 

東北 14.8 12.8 16.0 21.0 4.6 7.0 11.4 

東京※1 8.2 6.0 6.4 15.7 4.6 7.0 8.4 

中部 8.8 6.0 6.4 5.4 4.6 7.0 8.4 

北陸 8.8 6.0 6.4 5.4 4.6 7.0 8.4 

関西 8.8 6.0 6.4 5.4 4.6 7.0 8.4 

中国 11.6 12.0 8.3 5.4 4.6 7.0 8.4 

四国 30.5 12.0 18.0 12.2 16.3 7.7 24.2 

九州 21.0 12.0 8.3 5.4 4.6 7.0 12.9 

沖縄 17.0 16.8 31.6 30.4 40.1 35.1 27.2 
※1 柏崎刈羽原発6号機(定格出力135万kW・エリア予備率2.2%程度)は3/16時点では営業運転に至ってないが、
   本見通しでは運転しているという計画のもと、計上



82026年度の厳気象H1需要時の需給見通し（最小予備率時）

◼ 厳気象H1需要に対して、発動指令電源、火力増出力運転、エリア間融通を供給力として見込んで
も、東京エリアで予備率３％を下回るが、下記のkW公募を見込むことで３％を上回る見通し。

◼ 東京エリアでは、昨年10月時点のH1予備率の見通しに基づき、一般送配電事業者によるkW公募
が行われており、結果によって最大約120万kW（エリア予備率2.0%程度）増加が見込まれる。

◼ なお、2026年度供給計画が月前後半の評価となったことから、需給検証の評価期間の拡大につい
ても検討を進めていく。

※ 全国で最小予備率となる時間帯で評価 ※ 発動指令電源の考慮等により、最小予備率時の予備率が最大需要時を上回ることがある

（単位：％）

※1 柏崎刈羽原発6号機(定格出力135万kW・エリア予備率2.2%程度)は3/16時点では営業運転に至ってないが、
   本見通しでは運転しているという計画のもと、計上

夏 季 冬 季

エリア 7月 8月 9月 12月 1月 2月 3月

北海道 8.3 7.2 11.0 17.6 8.6 13.2 14.6 

東北 8.3 7.2 11.0 17.6 5.3 7.2 14.6 

東京※1 3.5 2.4 4.0 13.0 5.3 7.2 9.8 

中部 9.5 5.4 4.0 6.7 5.3 7.2 9.8 

北陸 9.5 5.4 4.5 6.7 5.3 7.2 9.8 

関西 9.5 5.4 4.5 6.7 5.3 7.2 9.8 

中国 9.5 8.7 4.5 6.7 5.3 7.2 9.8 

四国 22.8 8.7 18.0 6.7 12.3 7.2 24.1 

九州 9.5 8.7 4.5 6.7 5.3 7.2 9.8 

沖縄 14.6 12.0 28.4 30.4 40.1 35.1 27.2 
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※ 平年H3需要：2026年度供給計画の第1年度(2026年度)における各エリアの各月最大3日平均電力(H3需要)の最大需要

◼ 稀頻度リスクを考慮した必要供給力の確保状況について、沖縄を除く9エリアについては「平年H3需
要※の1%」、沖縄エリアについては「エリア内単機最大ユニット」（24万kW）を基準とし、均平化した
ブロック毎に、予備率3%に対する余剰分の供給力と比較することで評価した。

◼ 夏季については、各エリアで稀頻度リスクに必要な供給力を確保できる見通し。

2026年度夏季の稀頻度リスク評価

○平年H3需要（2026年度）

○稀頻度リスク評価（連系線制約が顕在化するブロックにおいて評価）

（単位：万kW）

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

７月 稀頻度リスクに必要な供給力 19 55 55 10 5 16 24 

予備率3%確保に対する余力 222 309 335 90 134 300 25 

８月 稀頻度リスクに必要な供給力 19 110 31 24 

予備率3%確保に対する余力 184 356 288 25 

９月 稀頻度リスクに必要な供給力 19 110 26 5 24 

予備率3%確保に対する余力 227 377 138 70 46 

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

平年H3需要 506 1,347 5,501 2,368 491 2,688 1,002 469 1,586 162 

平年H3需要×1% 5 13 55 24 5 27 10 5 16 2 



102026年度冬季の稀頻度リスク評価

○平年H3需要（2026年度）

○稀頻度リスク評価（連系線制約が顕在化するブロックにおいて評価）

（単位：万kW）

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

１２月 稀頻度リスクに必要な供給力 19 55 81 5 24

予備率3%確保に対する余力 322 564 185 44 33

１月 稀頻度リスクに必要な供給力 5 150 5 24

予備率3%確保に対する余力 21 241 63 46

２月 稀頻度リスクに必要な供給力 5 150 5 24

予備率3%確保に対する余力 52 596 22 37

３月 稀頻度リスクに必要な供給力 19 120 5 16 24

予備率3%確保に対する余力 152 569 88 129 29

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

平年H3需要 506 1,347 5,501 2,368 491 2,688 1,002 469 1,586 162 

平年H3需要×1% 5 13 55 24 5 27 10 5 16 2 

◼ 冬季についても、各エリアで稀頻度リスクに必要な供給力を確保できる見通し。



112026年度冬季の需給見通し
：北海道エリアの稀頻度リスク評価（N-2以上の事象）

◼ 厳寒H1需要時（最大時）が想定される冬季の各月に、129万kWの大規模電源脱落が発生した
場合でも、北海道本州間連系設備を介した他エリアからの受電（北本受電）や通告調整契約発動
等の需給対策により、厳寒H1需要に対して3%以上の予備率を確保できる見通し。

※1 厳気象・稀頻度対応で活用可能な発動指令電源や火力増出力、一般送配電事業者からの要請による送電事業者蓄電池の増出力等を含む
※2 小売電気事業者の「ひっ迫時抑制電力」にあたる契約（2026年度供給計画計上分）
※3 北本連系設備の運用容量60万kW

※  四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
※ 北海道エリアの稀頻度リスク評価として、以下のエリア特殊性を考慮し、過去10年間における最大の電源停止実績である129万kWの電源脱落

時にも厳寒H1需要の103%の供給力を確保できることを確認している。

① 厳寒であり、電力需給のひっ迫が国民の生命・安全に及ぼす影響が甚大であること
② 他エリアからの電力融通に制約があること
③ 発電所1機の計画外停止が予備率に与える影響が大きいこと

大規模電源脱落時の需給状況（３月） 大規模電源脱落時
予備率状況

3月
供給力

※1

大規模
電源脱落

▲129

627

北本
受電

+60

供給力
562

3月
厳寒H1

需要

509
需要
50953

予備力

予備率
10.4%

（万kW）

+4

通告調整
契約

※3

※2 予備率

12月 16.5%

1月 16.1%

2月 19.7%

3月 10.4%



12（参考）北海道エリアの稀頻度評価における電源脱落量

出所）第75回電力・ガス基本政策小委員会（2024.6.3）資料11
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/075_11_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/075_11_00.pdf


132026年度の厳気象H1需要時の需給見通しのまとめ

◼ 夏季は、厳気象H1需要に対して、火力増出力運転、エリア間融通や高需要期の発動指令電源を
供給力に織り込んでも、東京エリアで予備率３％を下回るが、一般送配電事業者によるkW公募を
見込むことで３％を上回る見通し。

◼ 冬季は、厳気象H1需要に対して、火力増出力運転、エリア間融通や高需要期の発動指令電源を
供給力に織り込むと、広域予備率３％を上回る見通し。

◼ 本機関としては、容量市場の枠組みを最大限活用し、供給力確保に資する取り組みを実施しつつ、
電力需給モニタリングによりkW・kWhの両面から需給状況を監視し、最新の気象予報等から需給
バランスの悪化が予見された場合には、国や一般送配電事業者と連携し、必要な追加対策を講じ
るとともに、需給ひっ迫の可能性がある場合には、SNS等を通じて周知する準備を進めていく。

◼ なお、2026年度供給計画が月前後半での評価となったことから、需給検証における評価期間の拡
大についても検討を進めていく。
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◼ 2026年度の厳気象H1需要時の需給見通しについて
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15電源入札等の検討開始の要否について

◼ 需給バランス評価（資料1）及び需給変動リスク分析（本資料）をもとに、2026～2035年度を
対象とした 電源入札等の検討開始の判断（STEP１）についてご審議いただきたい。

◼ なお、第94回本委員会（2024/1/24）における供給信頼度評価（EUE評価）と需給検証等
（予備率評価）の関係整理を踏まえた判断を行う。

2025年度 2026年（第1年度）

9月 ~ 3月 4月 5月 6月 7月～9月 10月 11月 12月～3月

需給バランス
評価

(H3)
<供給計画

ベース>

夏季 冬季

需給変動
リスク分析

（H1）

★
供
給
計
画
の
取
り
ま
と
め

★
電
力
需
給
検
証

夏

★
需
給
変
動
リ
ス
ク
分
析 

冬

▼ 電源入札等の
 検討開始の判断

★
電
力
需
給
検
証 

冬

8カ月

3カ月

3カ月

2カ月

8カ月



16（参考）供給信頼度評価と需給検証等の必要性

出所）第94回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024.1.24） 資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_94_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_94_01.pdf


17（参考）電源入札等の検討開始の判断基準

出所）第96回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024.3.19） 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_96_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_96_03.pdf


18（参考）電源入札等の実施フロー

出所）第96回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024.3.19） 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_96_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_96_03.pdf


19（参考）広域機関の業務規程における電源入札等の検討の開始について

出所）広域機関 業務規程の抜粋
https://www.occto.or.jp/article/files/gyoumukitei2408_2.pdf

https://www.occto.or.jp/article/files/gyoumukitei2408_2.pdf
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◼ 2026年度供給計画の需給バランス評価
• 年間EUEにより評価した結果、短期断面（第1・2年度目）では、電源の休廃止や補修停止等により２０２６年度の東京

エリアにおいて、目標停電量を超過する見通し
• 長期断面（第3年度目以降）では、電源の休廃止等により、東北エリア（２０２８、２０２９年度）、東京エリア（２０

２８～２０３１年度）、中部～四国エリア（２０２８～２０３０年度）、九州エリア（２０２８～２０３５年度）、
沖縄エリア（２０３４，２０３５年度）で目標停電量を超過する見通し

• 供給力（kW）の補完的確認では、全てのエリア・月でH3需要に対し、第1年度は予備率が1１％、第2年度は予備率7％
を上回る見通し

◼ 2026年度の需給変動リスク分析
• 最大需要・最小予備率時ともに、厳気象H1需要に対し、予備率が3％を上回る見通し
• 稀頻度リスク（N-1相当の事象）に対する供給力を確保できる見通し
• 需給状況の大きな変化に備え、引き続き、国や事業者と連携した対応が必要

電源入札等の検討開始の判断（STEP１）について

＜2026年度の対応＞

東京エリアで年間EUEによる目標停電量を超過する見通しとなったが、夏季においてkW公募を実施することで目
標停電量に収まる見込みであることから、広域機関の業務規程第35条第1項に基づき、現時点での「短期断面で
の電源入札等の実施の判断（STEP2）」への移行はしないこととしたい。実需給断面においては、需給状況の変
化を注視しつつ、必要に応じて国や事業者と連携して対応する。

＜2027年度以降の対応＞

来年度供給計画の取りまとめ等の結果を踏まえて、「短期断面での電源入札等の検討開始の判断（STEP1）」
について、短期の追加供給力調達の在り方含め、改めて判断を行うこととしたい。
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